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外の政党が P-TOMS 設立に賛成したため，P-TOMS は政府と LTTE の間で調
印されたと25日に発表された。






LTTE に外国との交渉権を認めること，ひいては LTTE の国際的な認知度を高
めることに繋がるからである。かといって LTTE 支配地域の津波被災者をない




　しかし，シンハラ勢力が P-TOMS について問題視したのは，まさに LTTE に
与えられた権限であった。
　政府は，P-TOMS を復興援助の純粋な実施機関であると位置づけ，LTTE を



















LTTE は必ずしも支配的ではない。にもかかわらず P-TOMS では一律に LTTE






















































































月～ 2004年２月の UNP 政権時，ラニル首相（当時）は停戦合意を実現し，その後









州 県 マヒンダ ラニル 州 県 マヒンダ ラニル








































































北部州 ジャフナ     1,967
  25.00％








バブニヤ    17,197
  20.36％
























らである。すなわち，2001年の国会議員選挙前に UNP と LTTE の間で北・東部
の自治について何らかの合意があったにもかかわらずラニルはそれを実施するこ
とはなく，さらにラニルは国際社会をスリランカの和平交渉に招き入れることに
よって LTTE を罠にかけた。つまり国際社会の介入によって LTTE は行動の自
由を失ったと考えている。そうしたうえで LTTE 東部司令官のカルナらをけし




















　JVP や JHU が新政府に含まれている点については留意する必要があるかもし
れない。アメリカなどはこの点を露骨に警戒している。しかし一方で JVP や












































外相暗殺以降 LTTE に対する態度を硬化させ，LTTE の代表メンバーの入国禁

































述した LTTE，軍，カルナ・グループの衝突にとどまらず，反 LTTE ムスリム・
グループも入り乱れて北・東部の状況はかなり深刻である。スリランカ停戦監視



























































































































































































































































































































































P-TOMS， 国 会 で 審 議 さ れ る。
























































































































































































































































































































観光  Anura Bandaranaike
郵便・通信，兼地方経済開発
 D. M. Jayaratne
法務  Amarasiri Dodangoda
保健  Nimal Siripala de Silva





















































 A. H. M. Fowzie
貿易・商業・消費者問題・市場開発，兼幹線
道路  Jeyaraj Fernandopulle
農業・環境・灌漑・マハウェリ地区開発
 Maitripala Sirisena
電力・エネルギー  W. D. J. Seneviratne
児童・女性問題  Sumedha G. Jayasena
行政・国内問題  Dr. Sarath Amunugama
報道・情報  Anura Priyadarshana Yapa
都市開発・水供給  Dinesh Gunawardena
社会福祉  Douglas Devananda
住宅・建設  Ferial Ashraff
教育  Susil Premajayantha
労働・海外雇用  Athauda Seneviratne
地方産業・自営業振興  S. B. Navinna
職業・職業訓練  Piyasena Gamage
地方政府・州評議会
 Janaka Bandara Tennekoon
漁村住宅開発  A. L. M. Athaullah
企業開発・投資促進  Rohitha Bogollagama
科学・科学技術  Prof. Tissa Vitharana
憲法問題・国家統合  D. E. W. Gunasekara
　副大臣
国防  Ratnasiri Wickremanayake
地方経済開発  Milroy Fernando
科学・科学技術  Salinda Dissanayake
宗教  Tissa Karaliyadde
法務 , 兼憲法問題・国家統合  Dilan Perera
地方政府・州評議会  M. N. Abdul Majid
漁村住宅開発  Chandrasiri Gajadeera
社会福祉  Jagath Pushpakumara
マハウェリ地区開発  Ranaweera A. Jayatissa
行政  T. B. Ekanayake
国家建設・開発  D. M. Dassanayake
労働  Mervyn Silva
環境・灌漑  Pandu Bandaranayake
電力  Mahindananda Aluthagamage
都市開発・水供給  Mahinda Amaraweera
保健  Jayaratna Herath
港湾・空港  Dayasritha Tissera
港湾・空港  Duminda Dissanayake
財務・計画，兼高等教育
 Ranjith Siyambalapaitiya
郵便・通信  Rohitha Abeygunawardena
地方産業・自営業振興  Premalal Jayasekara
住宅・建設  Gunaratna Weerakoon
運輸  Lasantha Alagiyawanna
企業開発・投資促進  Suriya Sripathi
消費者問題・市場開発  Siripala Gamlath
財務・計画  Rohana Dissanayake
計画実施  H. A. Hussein Bhaila
教育  Nirmala Kotelawala
貿易・通商  H. R. Mithrapala
報道・情報  Cegu Isadeen
外務  Wijedasa Rajapakse
観光  Arjuna Ranatunga
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主要統計 スリランカ　2005年　
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005＊
人 口（100万人）
労 働 力 人 口（100万人）























   8.0
   7.6
   8.3
  19.6
   8.2
  11.6
   7.7
為替レート（１ドル＝ルピー，年平均） 70.39 75.78 89.36 95.66 96.52 101.19 100.49
　１　基礎統計
　（注）　＊暫定値。





1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005＊
消 費 支 出
　政 府
　民 間
総 資 本 形 成
　政 府
　民 間
財・サ ー ビ ス 輸 出
財・サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産（GDP）
実 質 G D P 成 長 率（％）
  890,230
   99,851
  790,379
  301,728

































































      5.3
海 外 純 要 素 所 得


















2001 2002 2003 2004  2005＊
農 林 水 産 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電 気・ガ ス・水 道
運 輸 ・ 通 信
卸 売 ・ 小 売
金 融・保 険・不 動 産






































   18,093
  168,614
   72,638




   72,173





　（出所）　表１に同じ。2005年は Central Bank of Sri Lanka, Selected Monthly Indicators, January 2006.














   7,666




   8,628


















































   3,271




2001 2002 2003 2004 2005＊
貿 易 収 支
サ ー ビ ス 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
 -1,157.4
    240.9
   -280.9
  1,005.3
 -1,406.4
    294.7
   -252.8
  1,128.2
 -1,538.8
    398.6







   436.0
  -285.4
 1,592.1
経 常 収 支    -192.0    -236.3     -71.4  -647.6 -1,063.3
資 本 収 支
金 融 勘 定
　長 　 　 期
　　直 接 投 資
　　民 間 長 期
　　政 府 長 期
　短 　 　 期
債 務 救 済
    196.7
    338.6
    163.4
    172.2
   -257.2
    248.5
    175.2
        0
     65.0
    377.9
    275.1
    185.5
    -22.5
    112.1
    102.8
        0
     73.8
    648.3
    723.8
    201.4
    -31.9
    554.3
    -75.5
        0
   63.5
  571.6
  684.0
   27.0
   18.2
  438.8
 -112.4
      0
   268.3
   825.7
   748.4
   295.3
    44.8
   408.3
    77.3
   263.5
誤 差 脱 漏    -123.0      38.2    -148.5  -192.7        0
総 合 収 支     220.2     337.8     502.1  -205.2    295.2
